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単体情報
中間財務諸表
当行は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、2022年度中間期及び2023年度中間期の中間財務諸表、
すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について、EY新日本有限責任監査法人の中
間監査を受けています。
以下の中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書は、上記の中間財務諸表に基づいて作成して
います。
●中間貸借対照表 （単位：百万円）

科 目 2022年度中間期
（2022年9月30日現在）

2023年度中間期
（2023年9月30日現在）

資産の部
現金預け金 1,554,678 1,775,015
コールローン 21,721 4,487
買入金銭債権 ― 0
商品有価証券 871 216
金銭の信託 3,357 3,354
有価証券 2,370,044 2,332,776
貸出金 5,861,132 6,244,764
外国為替 16,054 10,787
その他資産 66,035 84,145
その他の資産 66,035 84,145
有形固定資産 62,549 61,500
無形固定資産 8,256 8,011
前払年金費用 5,768 8,077
繰延税金資産 18,414 14,468
支払承諾見返 8,685 8,255
貸倒引当金 △43,907 △36,976
資産の部合計 9,953,662 10,518,885
負債の部
預金 7,897,372 8,096,946
譲渡性預金 252,495 256,745
コールマネー 79,806 94,983
売現先勘定 17,931 96,577
債券貸借取引受入担保金 278,428 278,782
借用金 831,466 1,077,243
外国為替 349 450
社債 50,000 40,000
信託勘定借 12,995 13,355
その他負債 55,407 68,447
未払法人税等 2,842 3,128
リース債務 606 536
その他の負債 51,958 64,782
役員賞与引当金 26 25
役員退職慰労引当金 162 130
睡眠預金払戻損失引当金 312 227
偶発損失引当金 925 938
再評価に係る繰延税金負債 7,290 7,100
支払承諾 8,685 8,255
負債の部合計 9,493,654 10,040,209
純資産の部
資本金 48,652 48,652
資本剰余金 29,114 29,120
資本準備金 29,114 29,114
その他資本剰余金 ― 5
利益剰余金 386,333 405,443
利益準備金 43,548 43,548
その他利益剰余金 342,785 361,895
圧縮記帳積立金 2,961 2,006
別途積立金 314,650 329,650
繰越利益剰余金 25,174 30,239

自己株式 △7,232 △14,145
株主資本合計 456,867 469,071
その他有価証券評価差額金 △9,949 △5,592
繰延ヘッジ損益 △126 2,150
土地再評価差額金 13,216 13,045
評価・換算差額等合計 3,140 9,604
純資産の部合計 460,008 478,675
負債及び純資産の部合計 9,953,662 10,518,885
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●中間損益計算書 （単位：百万円）

科 目
2022年度中間期
(2022年4月 1日から)2022年9月30日まで

2023年度中間期
(2023年4月 1日から)2023年9月30日まで

経常収益 74,164 89,905
資金運用収益 40,857 54,105
（うち貸出金利息） （28,141） （33,697）
（うち有価証券利息配当金） （12,325） （19,842）
信託報酬 22 18
役務取引等収益 11,019 12,754
その他業務収益 4,692 2,446
その他経常収益 17,572 20,580
経常費用 58,739 72,550
資金調達費用 4,078 19,029
（うち預金利息） （507） （1,922）
役務取引等費用 4,584 4,821
その他業務費用 21,335 22,999
営業経費 25,337 24,658
その他経常費用 3,404 1,042
経常利益 15,425 17,355
特別利益 1,577 1
特別損失 305 268
税引前中間純利益 16,696 17,087
法人税、住民税及び事業税 3,387 3,759
法人税等調整額 1,480 △170
法人税等合計 4,867 3,588
中間純利益 11,829 13,499
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●中間株主資本等変動計算書
2022年度中間期（2022年4月1日から2022年9月30日まで） （単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計圧縮記帳

積立金 別途積立金 繰越利益
剰余金

当期首残高 48,652 29,114 ― 29,114 43,548 2,961 304,650 26,046 377,205
当中間期変動額
剰余金の配当 △2,874 △2,874
別途積立金の積立 10,000 △10,000
中間純利益 11,829 11,829
自己株式の取得
自己株式の処分 △25 △25
土地再評価差額金の取崩 198 198
株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）
当中間期変動額合計 ― ― ― ― ― ― 10,000 △872 9,127
当中間期末残高 48,652 29,114 ― 29,114 43,548 2,961 314,650 25,174 386,333

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △7,352 447,620 31,973 △137 13,415 45,251 492,871
当中間期変動額
剰余金の配当 △2,874 △2,874
別途積立金の積立
中間純利益 11,829 11,829
自己株式の取得 △0 △0 △0
自己株式の処分 119 94 94
土地再評価差額金の取崩 198 198
株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額） △41,923 11 △198 △42,111 △42,111
当中間期変動額合計 119 9,247 △41,923 11 △198 △42,111 △32,863
当中間期末残高 △7,232 456,867 △9,949 △126 13,216 3,140 460,008
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2023年度中間期（2023年4月1日から2023年9月30日まで） （単位：百万円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計圧縮記帳

積立金 別途積立金 繰越利益
剰余金

当期首残高 48,652 29,114 ― 29,114 43,548 2,006 314,650 35,828 396,033
当中間期変動額
剰余金の配当 △4,065 △4,065
別途積立金の積立 15,000 △15,000
中間純利益 13,499 13,499
自己株式の取得
自己株式の処分 5 5
土地再評価差額金の取崩 △22 △22
株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）

当中間期変動額合計 ― ― 5 5 ― ― 15,000 △5,589 9,410
当中間期末残高 48,652 29,114 5 29,120 43,548 2,006 329,650 30,239 405,443

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △9,233 464,567 △4,453 250 13,022 8,819 473,386
当中間期変動額
剰余金の配当 △4,065 △4,065
別途積立金の積立
中間純利益 13,499 13,499
自己株式の取得 △5,000 △5,000 △5,000
自己株式の処分 88 94 94
土地再評価差額金の取崩 △22 △22
株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額） △1,138 1,899 22 784 784

当中間期変動額合計 △4,912 4,504 △1,138 1,899 22 784 5,289
当中間期末残高 △14,145 469,071 △5,592 2,150 13,045 9,604 478,675
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●注記事項
（重要な会計方針）
１．商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均
法により算定）により行っております。

２．有価証券の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均
法による償却原価法（定額法）、子会社株式及び関連会社株式に
ついては移動平均法による原価法、その他有価証券については
時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし市
場価格のない株式等については移動平均法による原価法により
行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直

入法により処理しております。
また、外貨建その他有価証券のうち債券に係る換算差額につ

いて、外貨ベースの時価の変動に係る換算差額を評価差額とし、
それ以外の差額については為替差損益として処理しております。

（2）金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価
は、上記１．及び２．（1）と同じ方法により行っております。

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

４．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産は、定額法により償却しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物：
その他：

６年～50年
３年～20年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自

社利用のソフトウエアについては、行内における利用可能期間
（５年）に基づいて償却しております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資

産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法に
より償却しております。なお、残存価額については、リース契
約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、そ
れ以外のものは零としております。

５．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次の
とおり計上しております。
① 破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債
務者（破綻先）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務
者（実質破綻先）に係る債権については、債権額から担保の
処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ
の残額を計上しております。
② 現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能
性が大きいと認められる債務者（破綻懸念先）に係る債権に
ついては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による
回収可能見込額を控除した残額（非保全額）に対して、必要
と認める額を計上しております。
Ａ 与信額が一定額以上の大口債務者に係る債権については、
合理的に見積られたキャッシュ・フローによる回収可能額
を非保全額から控除した残額を貸倒引当金とする方法（キ
ャッシュ・フロー控除法）により計上しております。
Ｂ 上記以外の債務者に係る債権については、非保全額から
の今後３年間の予想損失額を貸倒引当金として計上してお
ります。予想損失額は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒
実績率の長期平均値を求め、これに足元の貸倒実績率に基
づく調整等必要な修正を加えて算定しております。

③ 貸出条件緩和債権を有する債務者等今後の管理に注意を要
する債務者（要注意先）に係る債権については、債権額に対
して、必要と認める額を計上しております。
Ａ 与信額が一定額以上の大口債務者に係る債権については、
債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フ
ローを合理的な方法により見積り、当該キャッシュ・フロ
ーを当初の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額と
の差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積
法（DCF法））により計上しております。

Ｂ 上記以外の債務者に係る債権については、今後３年間の
予想損失額を貸倒引当金として計上しております。予想損
失額は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の長期平
均値を求め、これに足元の貸倒実績率に基づく調整等必要
な修正を加えて算定しております。

④ ①～③以外の債務者（正常先）に係る債権については、今
後１年間の予想損失額を貸倒引当金として計上しております。
予想損失額は１年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の長
期平均値を求め、これに足元の貸倒実績率に基づく調整等必
要な修正を加えて算定しております。
（注）予想損失率におけるグルーピング

予想損失率は、一定期間の貸倒実績を基礎とした貸倒実
績率に基づき算出しており、正常先は１区分、要注意先は
以下の２区分、破綻懸念先は１区分の４区分にグルーピン
グしております。
・要注意先のうち、当該債務者の債権の全部または一部が
要管理債権（三月以上延滞債権または貸出条件緩和債
権）である債務者（要管理先）及び貸出条件の変更等を
行ったが経営改善計画等により貸出条件緩和債権に該当
しないため要管理先としていない債務者等に係る債権

・上記以外の要注意先に係る債権
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部

署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が
査定結果を監査しております。

（2）役員賞与引当金
役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役

員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間会計期間に帰属す
る額を計上しております。

（3）退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上
しております。また、退職給付債務の算定に当たり、退職給付
見込額を当中間会計期間末までの期間に帰属させる方法につい
ては給付算定式基準によっております。なお、数理計算上の差
異の処理方法は次のとおりであります。
数理計算上の差異：
各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定
の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞ
れ発生の翌事業年度から損益処理

（4）役員退職慰労引当金
役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備え

るため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当中間
会計期間末までに発生していると認められる額を計上しており
ます。

（5）睡眠預金払戻損失引当金
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金につい

て、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応
じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。

（6）偶発損失引当金
偶発損失引当金は、信用保証協会に対する責任共有制度負担

金の支払いに備えるため、過去の実績に基づき、将来の支払見
込額を計上しております。

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、主として中間決算日の

為替相場による円換算額を付しております。

７．ヘッジ会計の方法
（1）金利リスク・ヘッジ

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の
方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上
及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指
針第24号 2022年３月17日。以下「業種別委員会実務指針第
24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッ
ジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジに
ついて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である
金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングの
うえ特定し評価しております。
また、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処

理を行っております。
（2）為替変動リスク・ヘッジ

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘ
ッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に
関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別
委員会実務指針第25号 2020年10月８日)に規定する繰延ヘッ
ジによっております。
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ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等
の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び
為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨
建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額
が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価し
ております。
また、外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動リスク

をヘッジするため、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の
銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得
原価以上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジ
として時価ヘッジを適用しております。

８．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理

の方法は、中間連結財務諸表における会計処理の方法と異なって
おります。

（中間貸借対照表関係）
１．関係会社の株式又は出資金の総額

株式 7,907百万円
出資金 2,275百万円

２．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基
づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、中間貸借対照
表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全
部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行
が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに
限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払
金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記され
ている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用
貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。
破産更生債権及び
これらに準ずる債権額

30,775百万円

危険債権額 37,264百万円
三月以上延滞債権額 3,786百万円
貸出条件緩和債権額 34,877百万円
合計額 106,705百万円
破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更

生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥
っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、

財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収
及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及
びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌

日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに
準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、
債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破
産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延
滞債権に該当しないものであります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

３．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引と
して処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入
外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分でき
る権利を有しておりますが、その額面金額は次のとおりでありま
す。

23,628百万円

４．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 1,208,416百万円
貸出金 889,923百万円
その他の資産 1,000百万円
計 2,099,339百万円
担保資産に対応する債務
預金 13,796百万円
売現先勘定 96,577百万円
債券貸借取引受入担保金 278,782百万円
借用金 1,077,243百万円
その他の負債 393百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金
等の代用として、次のものを差し入れております。

金融商品等差入担保金 29,557百万円
その他の資産 30,171百万円

また、その他の資産には、保証金が含まれておりますが、その
金額は次のとおりであります。

保証金 1,326百万円
なお、手形の再割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき

金融取引として処理しておりますが、当中間会計期間中における
取引はありません。

５．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、
顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された
条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付け
ることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行
残高は次のとおりであります。
融資未実行残高 1,344,057百万円
うち原契約期間が１年以内のもの
（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）

1,273,609百万円
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するもの

であるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキ
ャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの
契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の
事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は
契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられており
ます。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の
担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続
に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与
信保全上の措置等を講じております。

６．社債には、劣後特約付社債が含まれております。
劣後特約付社債 40,000百万円

７．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法
第２条第３項）による社債に対する保証債務の額

37,443百万円

８．元本補填契約のある信託の元本金額は、次のとおりであります。
金銭信託 13,355百万円

（中間損益計算書関係）
１．その他経常収益には、次のものを含んでおります。

株式等売却益 19,003百万円

２．減価償却実施額は次のとおりであります。
有形固定資産 1,191百万円
無形固定資産 1,418百万円

（有価証券関係）
子会社株式及び関連会社株式
時価のあるものは該当ありません。なお、市場価格のない子会

社株式及び出資金並びに関連会社株式の中間貸借対照表計上額は
次のとおりであります。

（単位：百万円）
中間貸借対照表計上額

子会社株式及び出資金 10,079
関連会社株式 103

（重要な後発事象）
自己株式の取得
当行は、2023年11月８日開催の取締役会において、会社法第

165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の
規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いたしまし
た。
1．自己株式の取得を行う理由
機動的な資本政策の遂行及び資本効率の向上を通じて株主利益の
向上を図るため

2．取得に係る事項の内容
（1）取得する株式の種類 普通株式
（2）取得する株式の総数 5,000,000株（上限）
（3）株式の取得価額の総額 30億円（上限）
（4）取得期間 2023年11月９日から2023年12月８日まで
（5）取得方法 東京証券取引所における市場買付

（自 己 株 式 立 会 外 買 付 取 引
（ToSTNeT-3）による買付及び自
己株式取得に係る取引一任勘定取
引契約に基づく市場買付）
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